




その他のタイトル Singapore Malay Professionals : Their















指導教授 主査 中島成久 教授 

















































































第 1 章 研究の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
  第 1 節 研究の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
  第 2 節 先行研究を踏まえた本研究の独自性・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
第 3 節 研究の意義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
第 4 節 研究の手法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
第 2 章 シンガポールの概況と民族政策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 
第 1 節 概念の整理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 
第 2 節 シンガポールの概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 
第 3 節 シンガポールの民族政策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 
第 3 章 マレー人が直面する問題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 
第 1 節 経済的・社会的格差と差別・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 
第 2 節 アイデンティティをめぐる問題・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 
第 3 節 政治参加に関わる問題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５ 
第 4 章 マレー知識人の異議申立て・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 
  第 1 節 異議申立ての始まり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 
  第 2 節 コンベンションの開催・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０ 
  第 3 節 ムスリム知識人協会の設立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 
  第 4 節 政治参加に関する提言・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９ 
第 5 章 政治環境の変化とスアラ・ムシャワラ・・・・・・・・・・・・・・・・・６５ 
  第 1 節 2011 年総選挙の結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６５ 
  第 2節 政府と国民との対話”Our Singapore Conversation”・・・・・・・・・・・６７ 
  第 3節 マレー人社会との対話「スアラ・ムシャワラ」・・・・・・・・・・・・６８ 
  第 4 節 スアラ・ムシャワラに対する評価分析・・・・・・・・・・・・・・・７０ 
第 6 章 マレー知識人の取組みに対する評価分析・・・・・・・・・・・・・・・・７８ 
第 1 節 社会問題への対応に対する評価分析 ―格差・差別及びアイデンティティの
問題について―・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７８ 
第 2 節 政治参加の問題への対応に対する評価分析 ―提言とその撤回について― 
                      ・・・・・・・・・・・・・・８４ 
第 3 節 異議申立てに対する評価分析 ―AMPの独立性の観点から―・・・・・８９ 
第 7 章 結論 ―マレー人問題の解決に向けて―・・・・・・・・・・・・・・・・９５ 
  第 1 節 マレー人社会の問題に対する基本的認識・・・・・・・・・・・・・・９５ 
  第 2 節 マレー知識人に対する批判・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 
  
  第 3 節 マレー知識人の取組みをめぐる課題の考察・・・・・・・・・・・・・９９ 
  第 4 節 まとめ ―マレー知識人は何をしてきたのか―・・・・・・・・・・１０２ 
  第 5 節 今後の研究課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０３ 











1942 ・日本軍の支配下に入る  










1964 ・華人とマレー人との民族紛争発生  




1967 ・徴兵制（national service）開始 
※マレー人は 1985 年まで徴用なし 
 
1969 ・華人とマレー人の民族紛争発生  
1972 ・駐留イギリス軍撤退  









1982  ・ムンダキ（MENDAKI）設立 




















1991  ・ムスリム知識人協会（AMP）設立 
1993  ・AMP の「権力抗争」による会長解任 
1999  ・リー上級相が軍のマレー人任用差別を
正当化する発言 


















・リ ・ークアンユー顧問相の著書”The Hard 
Truth To Keep Singapore Going”がマレ
ー人の反発を買う 


















































































「第 3 章 マレー人が直面する問題」においては、①経済的・社会的格差と差別、②ア
イデンティティをめぐる問題、③政治参加に関わる問題の 3 つに分けて、問題となってい
る状況、問題の原因、政府の政策による影響等について解説する。 
「第 4 章 マレー知識人の異議申立て」においては、異議申立ての背景や、コンベンシ
ョンの開催、ムスリム知識人協会（AMP）を通じた活動、政治参加をめぐる提言などマレ
ー知識人が行ってきた活動の内容について説明する。 







「第 6 章 マレー知識人の取組みに対する評価分析」では、問題解決を目指したマレー
知識人の取組みが様々な課題に直面していること、とりわけ政治参加をめぐる提言につい
ては政府の強い反発にあって挫折をみていることを明らかにする。 













第 1 章 研究の概要 
 















































ムスリム知識人協会（Association of Muslim Professionals／AMP）に関する研究も、これが設
立された当時の経緯に関するものを中心に、いくつか存在する。日本の研究では、1990 年
代以降のシンガポールの市民社会の発展について論じた金丸（2004）や岩崎（2005）にお
いて、わずかながら AMP について触れられている部分がある1。しかしこれらは、AMP に
関する詳細な分析には至っておらず、AMP を政府に対し協調的な団体とみなしており、政
府への異議申立てを続けてきたマレー知識人の実態を十分に伝えることができていない。 
マレー知識人及び AMP について取り上げた海外の研究としては、Barr and Low (2005), 
Chong (2002), Chua (1997), (2001), (2005a), (2005b), Chua and Kwok (2001), Hussin (2012a), 
























第 3 節 研究の意義 
 シンガポールは、急速な経済発展を遂げながらも、依然として権威主義的な政治体制を
維持し、様々な団体を通じた市民の管理が行われており、言論の自由など国民の政治的権
利も大きく制約されている。また、国土が 718 km2（2014 年）と東京都区部 621km2（同年）

























人々の意見を聴いた。現地調査は、2013 年 8 月 15 日～25 日、2014 年 3 月 25 日～4 月 2 日、















ンガポール国立大学のマレー研究科（Department of Malay Studies, Faculty of Arts and Social 

























＜表 1 意見交換対象者の一覧＞ 
 対象者 備考 人数 
第 1 回現地調査 
(2013.8.15～25) 
-AMP 職員 2 名 
   【AMP-1, AMP-2】 
 6 名 
 
-元 AMP 役員【AMP-3】 -AMP 設立に関わった人物 
-元 AMP 役員【AMP-4】 -最近まで役員であった人物 
-MUIS 職員 1 名【MUI-1】 -イスラム教関係の業務を実施 
-SINDA 職員 1 名【SIN-1】 -インド人の教育支援等を実施 
第 2 回現地調査 
(2014.3.25～4.2) 






-元 AMP 役員 【AMP-4】 -最近まで役員であった人物 
-AMP 関 係 機 関 職 員
(Mertu、RIMA 各 1 名) 













       【JET-1】 
-マレー文化の専門家 
第 3 回現地調査 
(2014.8.13～30) 
-AMP 役員・職員各 1 名 
   【AMP-1, AMP-6】 
 13 名 
（9 名） 
-元 AMP 役員 -AMP 設立に関わった人物 
-AMP 関 係 機 関 職 員






























       【JET-1】 
-マレー語・マレー文化の専門 
家 




AMP：Association of Muslim Professionals（ムスリム知識人協会） 
JETRO：Japan External Trade Organization（日本貿易振興機構） 
ムンダキ：英文名”Council for the development of Singapore Malay/Muslim Community” 
（シンガポール・マレー／ムスリム社会開発評議会） 
※設立時のマレー語団体名「Majlis Pendidikan Anak-Anak Islam（ムスリム子弟教育
評議会）」の略称「MENDAKI」を現在もそのまま使用している。 
Mertu：「ムルチュ」と読む。 
MUIS：Majlis Ugama Islam Singapura（シンガポール・イスラム教評議会） 
RIMA：Centre for Research on Islamic and Malay Affairs（イスラム・マレー問題研究所） 































シンガポール国民は必ずこの 4 つのいずれかの区分に分類され、15 歳以上の国民が常に携
帯を義務付けられる身分証明書（Identity Card／IC）にこの区分が明記される。子は親と同
じエスニック・グループに属する5。 





グループに属することとなっていたが、2010 年 1 月 2 日から、両親は子が父または母のど
ちらのエスニック・グループに属するか決定することができるようになった。さらに 2011




ている。2010 年の人口センサス（Department of Statistics, Singapore, 2011）の「用語と定義一






























を 4 つのエスニック・グループのいずれかに区分する原則は変わらない（Immigration & 
Checkpoints Authority ウェブサイト（http://www.ica.gov.sg/news_details.aspx?nid=12443、2014






























































を行う政府系の団体ムンダキ（38 ページ）は、設立時のマレー語団体名「Majlis Pendidikan 
Anak-Anak Islam（ムスリム子弟教育評議会）」の略称”MENDAKI”を現在もそのまま使用し






















うになった人々を指す。彼らは 1990 年に第 1 回の「マレー・ムスリム・コンベンション」
（”National Convention of Singapore Malay/Muslim Professionals”）を開催し、このコンベンシ
ョンの提言に基づいて”Association of Muslim Professionals（AMP）”を設立しており、”Malay 













                                                   

































第 2 節 シンガポールの概況 
 次にシンガポールの概況について整理しておく。 
シンガポールは、幅 1 ㎞ほどのジョホール水道をはさみマレーシアの最南端にあるジョ
ホール州と向き合う位置にある。北緯 1 度から 2 度の間に位置し、気候は熱帯に属する。






















年 2000 2005 2010 2014 
居住者 327 347 377 387 
非居住者 75 80 131 160 
合計 403 427 508 547 
図３ シンガポールの居住者・非居住者別人口の推移（単位は万人。Department of Statistics, 
Singapore による。） 
 










（non-residents）は 160 万人（29.2%）にものぼる。2000 年時点では、全人口は 403 万人、
そのうち居住者が 327 万人（81.3%）、非居住者が 75 万人（18.7%）であった。 
この十数年で人口が急激に増加しているのは、主として非居住者の増加や、非居住者の
うち頭脳労働者に対し市民権や永住権が積極的に与えられていることによるものである
（図 3 参照）。国際競争力を強化し、経済成長を維持するため、出生率の低下（2013 年の女
性一人当たり出生率は 1.19）による人口減少を補うものとして、頭脳労働者・単純労働者
両方の外国人労働力が積極的に導入されている。 
経済規模についてみると、GDP は 2,979 億ドル（2013 年）で、東西 5 千 km に及ぶ広大
な国土と約 2 億 5 千万人の人口を抱えるインドネシアの GDP8,703 億ドル（同）の 34%にも






















                                                   








になった。特に 1968 年の総選挙から 1981 年の補欠選挙の間は、PAP が全議席を確保し野党
の議席はゼロという状態が続いた。 
しかし 2011 年総選挙では、野党が選挙前の 2 議席から 6 議席まで議席を伸ばした。これ
は PAP からみれば「大きな後退」であり、国民の PAP に対する批判が高まったことが明ら
かにされた。この選挙結果とそれがもたらした変化については、第 5 章で具体的に述べる。 
 











＜表 2 シンガポールのエスニック・グループの構成＞ 
 華人 マレー人 インド人 その他 計 
シンガポール 74.1 13.4 9.2 3.3 100.0 
(参考)マレーシア 24.6 67.4 7.3 0.7 100.0 
（注）単位は%。シンガポールはCensus of Population 2010（Department of Statistics, Singapore）、







が主要な民族であるが、シンガポールでは華人が約 4 分の 3 を占め、逆にマレーシアでは
マレー人が約 3 分の 2 を占め、華人・マレー人の構成比では逆転の関係になっている。 
なお、インドネシアにおける華人の比率は 2000 年の統計によれば人口の 1.1％となって
 21 
 












マレーシアとシンガポールは、それぞれ 1786 年のライト（Francis Light）によるペナンの




















                                                   








































                                                   
13 ファーニバルは、イギリス領ビルマやオランダ領ジャワについて、「彼ら（ごった混ぜの
人々）は混じるが、結びつくことはない。」、「彼らが会うのは市場での売買の時だけだ。」





Article 12, Constitution of the Republic of Singapore 
Equal protection 
12.—(1) All persons are equal before the law and entitled to the equal protection of the law. 
(2)  Except as expressly authorised by this Constitution, there shall be no discrimination against 
citizens of Singapore on the ground only of religion, race, descent or place of birth in any law or 
in the appointment to any office or employment under a public authority or in the administration 
of any law relating to the acquisition, holding or disposition of property or the establishing or 
carrying on of any trade, business, profession, vocation or employment. 
(3)  This Article does not invalidate or prohibit — 
(a)any provision regulating personal law; or 
(b)any provision or practice restricting office or employment connected with the affairs of any 





Article 152, Constitution of the Republic of Singapore 
Minorities and special position of Malays 
152.—(1) It shall be the responsibility of the Government constantly to care for the interests of the 
racial and religious minorities in Singapore. 
(2)  The Government shall exercise its functions in such manner as to recognise the special 
position of the Malays, who are the indigenous people of Singapore, and accordingly it shall 
be the responsibility of the Government to protect, safeguard, support, foster and promote their 







































































































































































































































1988 年から、グループ代表選挙区（Group Representation Constituency／GRC）という
制度が設けられている。これは、少数エスニック・グループの議席確保を目的とした
ものと説明されている。GRC とは、与野党がそれぞれ 4～6 名（選挙区により異なる）
の候補者を立ててチームとして対決し、多数票を獲得した側が選挙区の定数すべてを
獲得するという制度である。2014 年 12 月現在、選挙により選出される議会の定数は
87 議席であるが、75 議席が 15 区の GRC から、残りの 12 議席が定数 1 名の単独選挙
区（Single Member Constituency／SMC）から選出されることとなっている。GRC は死
票率が高くなり、また、人材の少ない野党はチームを結成することが難しいことから、
多数政党に圧倒的に有利な制度である。2011 年の総選挙で、PAP は 93.1%の議席（87
議席中の 81 議席）を獲得したが、得票率は 60.1%に過ぎなかった。 
 30 
 




する GRC 導入の理由である。マレー人に関して言えば、現在、議会の 87 議席中で 13.8%











年から 13 年にかけては国民との対話”Our Singapore Conversation”が実施された（第 5 章
第 1 節）。また、ネット上での政治的発言が活発化し、政府がこれを容認するようにな
ったとも言われる。 














                                                   
16 2005 年に 20 代の二人の華人男性がネット上でムスリム・マレー人を中傷し、それぞれ



































                                                                                                                               
華人女性が自分のフェイスブック・ページでマレー人を中傷し、警察から警告を受ける事
案があった。 
17 Indicators of Racial and Religious Harmony: An IPS-OnePeople.sg Study, Institute of 
Policy Studies, Lee Kuan Yew School of Public Policy, National University of Singapore 
 32 
 













地位の 3 つの面において明らかな格差が存在することを、人口センサスから明らかにする。 
まず、教育格差の最近の状況についてみる。15 歳以上人口に占める大学卒業者の比率の
推移をエスニック・グループごとに比較すると、図 4 のとおりである。2010 年で比較する
と、華人、インド人は大卒者率がそれぞれ 22.6%、35.0%であるのに対し、マレー人はわず
かに 5.1%と大きな格差がある。2000 年の 2.0%に比べると比率では 2 倍以上に伸びたという
見方もできるが、他のエスニック・グループと比較した比率の差はこの 2000 年から 2010





で比較した結果は、図 5 のとおりである。これを比率で表したものが図 6 である。マレー
人の所得は 1980 年から 2010 年の 30 年間で約 5 倍に増加した。しかし、この間に華人・イ
ンド人の所得はさらに大きく増加している。2010 年でみると、華人もインド人も所得はマ






とおりであり、比率で表したものが図 8 である（中間値は 1990 年以降しか公表されていな
い）。中間値では、平均値での比較に比べると格差はやや小さくなるが、それでも華人・イ





















                                                   
18 マレー人は居住者人口の 13.4％（20 ページ）であるが、薬物乱用による逮捕者の約 51%








































































































き」と語り、これまでどおり格差の議論を退けた（The Straits Times, 1 July 2012）。2014 年の
ナショナルデイ・ラリー23のマレー語スピーチ24でも、リー・シェンロン首相は特に優秀な
マレー人学生の事例も引き合いに出しながら、「マレー人の進歩」を強調した（Lee Hsien 





                                                   
22 2010 年、政府は、1980 年から 2005 年までの間にマレー人社会の教育レベルや所得が大
幅に向上したと説明する報告書を作成・公表した（Ministry of Culture, Community and Youth 
(2010), Progress of the Malay Community in Singapore since 1980）。 
23 毎年 8 月に行われる首相の施政方針演説。 
24 リー・シェンロン首相は、英語・華語・マレー語でそれぞれナショナルデイ・ラリーの
スピーチを行うのが常である。 
25 「ムンダキ（MENDAKI）」の名称は設立当初のマレー語名称「Majlis Pendidikan Anak-anak 
Islam（ムスリム子弟教育評議会）」を省略したものである。”mendaki”は、マレー語で「登
る」という意味である。その後の業務拡充によって、英文名称は「Council for the Education of 








会の改善を目的とするシンガポール・インド人発展協会（Singapore Indian Development 
Association／SINDA）が設立され、1992 年には華人社会の改善を目的とする華人発展支援
協会（Chinese Development Assistance Council／CDAC）が設立され、これらがそれぞれのエ
スニック・グループの社会において、政府の財政支援を受けながら教育支援等の事業を展
開することになった。つまり、1980 年代にはハンディを負っているマレー人社会だけに対



















ンガポール国立大学・政策研究所（Institute of Policy Studies／IPS）が 2013 年 9 月に公
表したアンケート結果（31 ページ）によれば、67.0%のマレー人が求職の際にエスニック・
グループを理由とする差別を感じたと回答している26。また、2012 年から 2013 年にかけて
行われた政府とマレー人との対話「スアラ・ムシャワラ」（第 5 章第 3 節及び第 4 節）では、
差別の実態が明らかにされた。具体的には、雇用主が最初からマレー人を採用する意思が
ない場合や、業務の性格上必要がないにもかかわらず華語が話せることを採用条件にして
                                                   
26 「非常に頻繁に、または、いつも」、「頻繁に」、「ときどき」及び「まれに」の合計。「ま


































                                                   
27 報告書には書かれていないが、報道によれば委員会はこのように説明した（The Straits 
Times, 18 Aug 2013）。 
28 例えば閣僚の名簿（2014 年 12 月 26 日現在）で、Teo Chee Hean が華人、Yaacob Ibrahim












っているマレー人を機関銃隊に配属するのは、大変やっかいな問題（a very tricky business）








Straits Times, 4 March 2001）。 
マレー人が戦闘機のパイロットになったのは 2003 年が最初であり（Lily, 2009）、また、































最近では、2013 年 9 月に民族問題に関するフォーラムで看護師に対するベールの禁止を
疑問視する意見が出たのをきっかけに、ベールに関する議論が再燃した。議論が非常な盛





理解してくれていることを評価したと伝えられている（The Straits Times, 25 January 2014）。
このような政府の対処については、マレー人社会でも異なった受け止め方があるが、この












マドラサの卒業生にも公立小学校と同様に小学校卒業資格試験（Primary School Leaving 
Examination／PSLE）への合格が求められることになった30。この件では、政府とムスリム
                                                   

































                                                   
31 シンガポール国立大学政策研究所（Institute of Policy Studies／IPS）が 2009 年に行ったア
ンケート結果では、国家への自己犠牲の精神がもっとも強いのはマレー人であるという結
果が出ている（Hussin, 2012a 及び Institute of Policy Studies, Lee Kuan Yew School of Public 
Policy, National University of Singapore, 2010）。 































 しかし、1970 年代末から、政府は華語や中国文化の重視へ転換することとなる。1979 年
には、華語の普及を促進する「スピーク・マンダリン・キャンペーン」が開始された。こ
れは、二言語教育の下で華人が英語をよく使用するようになったが、一方で華語の能力が




のであった。また 1980 年には、国民の共有すべき価値として「アジア的価値（Asian Values）」

























































2013 年 9 月以降議論が盛り上がったマレー人女性のベール着用禁止の問題についても、


















36 Singapore Government: SGPressCentre, SPEECH BY DR YAACOB IBRAHIM, MINISTER FOR 
COMMUNICATIONS AND INFORMATION, AT HARI RAYA GET-TOGETHER, 08 Aug 2013, 
http://www.news.gov.sg/public/sgpc/en/media_releases/agencies/mcicrd/speech/S-20130808-1.html 





















第 4 章 マレー知識人の異議申立て 
 
第 1 節 異議申立ての始まり 









































住民としての特別な地位」（第 2 章第 3 節(3)）を損なうものとしてシンボル的にとらえた。
しかし、ムンダキⅡへの支援を約束されていたマレー人議員やムンダキは、これに反対し
なかった（ibid.）。 
 さらに、1979 年に始まった「スピーク・マンダリン・キャンペーン」や、1980 年に設立
された「Special Assistant Plan School／SAP School」は、華人の言語や文化を優遇する政策と
















進めるメンバーが治安当局に監視され、ある者は拘束された（AMP (2011), Hussin (2012a)及
び上記元 AMP 役員）。PAP のマレー人議員もコンベンション開催に反対した。 
マレー知識人は、近く首相に就任することが決まっていたゴー・チョクトン副首相41（当
時）に接触し、コンベンション開催への賛同を得ることに成功した。当初反対していたリ
                                                                                                                               
マレー人の PAP 支持率が華人のそれを 5～10%下回っていたことを明らかにした（The 
Straits Times, 26 September 1988）。 
39 この年の 5 月に提案された、マレー人支援団体であるムンダキ（MENDAKI）を拡充・
強化する構想。 
40 1991 年からマレー人も大学は有償となった（27 ページ）。 
41 ゴー・チョクトン副首相（当時）は、すでにリー・クアンユー首相（同）から後継者に






















第 2 節 コンベンションの開催 
マレー知識人が企画したコンベンションは、1990 年 10 月 6 日～7 日の 2 日間にわたって
開催された。会議の名称は”National Convention of Singapore Malay/Muslim Professionals”とい
う。マレー人社会の問題を総合的に検討し、ビジョンを打ち出すためのコンベンションは、
これが最初となり、その後、2000 年に第 2 回（”2nd National Convention of Malay/Muslim 
Professionals”）、2012 年に第 3 回（”3rd National Convention of Singapore Muslim Professionals”）
と約 10 年おきに継続して開催されてきている。以下では、これらをそれぞれ「第 1 回コン
ベンション」、「第 2 回コンベンション」及び「第 3 回コンベンション」と呼ぶ。1991 年に
ムスリム知識人協会（AMP）が設立されたことに伴い、第 2 回以降のコンベンションは AMP
が開催主体となっている。 
 
(1) 第 1 回コンベンション 
第 1 回コンベンションは、約 500 人が参加する大規模なものであり、このような形でマ
レー人知識人が集結したことは、シンガポール独立以来かつてなかった。また、ゴー・チ
ョクトン副首相が招待され、議論に参加したことも画期的であった。当時の新聞（The Straits 
                                                   
42 リー・クアンユー首相は、1987 年には、「我々は何が正しいのか決めます。国民がどう思





















































(2) 第 2 回コンベンション 
第 2 回コンベンションは、2000 年 11 月 4 日～5 日の 2 日間にわたり開催された。会議に
は、約 500 名が参加した。第 1 回に引き続きゴー・チョクトン首相（当時）が招待され、
意見交換に参加した。 
その報告書”Vision 2010: Setting the Community Agenda in 21st Century Singapore” (AMP, 









ていくことになる。この点については第 4 節で詳述する。 
 
(3) 第 3 回コンベンション 
第 3 回コンベンションは、2012 年 6 月 30 日に開催された。会議には、約 500 名が参加し
た。リ ・ーシェンロン首相が招待されて、意見交換に参加した。会議に提出された報告書”The 





















「若手・新進ムスリム知識人フォーラム（Young & Emerging Muslim Professionals Forum／
YEMP Forum）」の設立、③社会問題分野では、「債務助言センタ （ーDebt Advisory Center）」
の設立が提言された。これらの施策は、いずれもコンベンションの開催後すみやかに AMP
によって実施された（57 ページ）。 










てり、政治参加をめぐる提言は、第 1 回・第 2 回に続いて第 3 回コンベンションでも行わ
れたことになる。しかし、結果的には AMP はこの提言を事後的に撤回させられることにな
った。その経緯については第 4 節で詳述する。 
 























ク建設・ムンダキ基金（Mosque Building and MENDAKI Fund／MBMF）」43を通じた財







反発は強かった。1991 年 2 月、最終的にマレー知識人はゴーの提案を受け入れ、彼ら自身










新しい団体の設立に合わせ、この負担金の額を毎月 1 ドルから 2 ドルに増額し、増額分を







政府の管理下に入ることにつながった。図 10 は、AMP 設立後のマレー人社会の改善対策の
体制を示したものである。 
 







AMP は第 1 回コンベンションにおけるマレー知識人の提言及び政府からの提案を受け、
1991 年 10 月 10 日に設立された。AMP は、会社法（Companies Act）に基づく有限責任保証
会社（company limited by guarantee）44として設立され、慈善団体法（Charities Act）に基づ
                                                   
44 会社法による会社は、有限責任会社（Limited Company）と無限責任会社（Unlimited 
Company）に分かれ、さらに有限責任会社は有限責任株式会社（Company Limited by 
Shares）と有限責任保証会社（Company Limited by Guarantee）に分かれる。公共性の
高い法人等が会社法に基づき設立される場合は、有限責任保証会社の形式を取ることが多
い（日本貿易振興機構 進出企業支援・知的財産部、『シンガポール会社法』、2012 年）。 
 56 
 















1998 年には研究活動を行う会社組織イスラム・マレー問題研究所（Centre for Research on 









①家庭への支援、②教育支援、③青少年育成、④職業能力開発の 4 つの柱がある。 
家庭への支援については、困窮する家族への総合的な支援プログラム（Adopt a Family & 






兼ねたもの）、10 か所のスチューデント・ケア・センターと合計 15 のセンターを保有し、
                                                   













第 3 回コンベンションの提言を受けた新たな業務展開も行われている（53 ページ）。「ム





提言の場「若手・新進ムスリム知識人フォーラム」（Young & Emerging Muslim Professionals 
Forum／YEMP Forum）も、コンベンションの後すぐに設立された。「債務助言センター」
（Debt Advisory Center）は、準備に時間を要したが、2013 年 4 月に設立され、重債務者へ
の助言を行っている。 
 もう一つは、シンクタンクとしての役割である。 












                                                   
46 積極的な移民導入政策に伴い、中国、インド等からの移民が増加し、居住者（市民権保
有者及び永住権保有者）に占めるマレー人の比率は、1980 年の 14.6%から 2010 年には




した（91 ページ）。また、2013 年 7 月 10 日には、マレー人社会との対話「スアラ・ムシャ
ワラ（Suara Musyawarah）」の報告書に対する意見を公表した（75 ページ）。 
また、AMP は、第 2 回、第 3 回のコンベンションの実施主体となり、マレー人社会のビ
ジョンの提言に貢献してきた。それぞれのコンベンションの内容については、第 2 節で述
べたとおりであり、また、その中でのリーダーシップに関する提言をめぐる経緯について
は、第 4 節で明らかにしていく。 
まとめると、AMP の活動は、①教育支援、家族支援などを通じた社会改善対策、②政府
から独立したシンクタンクとしての政策提言の二本の柱からなるということである。 
このような活動を行う AMP の体制について整理しておく。AMP はグループ全体では約
200 名の職員からなっている。うち約 40 名がシンガポール東部のニュータウンであるパシ




 AMP の運営方針は役員会（Board）で決定される。2014 年 11 月 20 日現在、役員は会長
（Chairman）を含め 8 名である。半数の 4 名がマレー人のビジネスマン（企業の役員・幹部）
であるが、マレー人で政府職員である者も 1 名いる。AMP 職員への聴き取り（2013 年 8 月）
によれば、政府職員である者は、政府から派遣されたのではなく、AMP の要請に応じて役
員に就任しているとのことであった。 
AMP グループの財務について最近の会計期間（2012 年 7 月～13 年 6 月）でみると、収入
総額は 1,026 万ドル（9 億 8 千万円）、支出総額は 1,056 万ドル（10 億 1 千万円）であり、
収入の 40.3%に当たる 416 万ドル（4 億円）が政府からの財政支援であった47。政府からの
財政支援は AMP の事業継続に欠かせないものとなっていることが理解できる。 
最後に、ムンダキと AMP との関係について整理しておく。AMP が設立されたのは 1991



















社会改善事業の実施をめぐる AMP とムンダキとの競合の問題については、第 6 章第 1 節
で詳細に述べる。 
すでに述べたように、AMP は第 2 回及び第 3 回のコンベンションを開催し、マレー人社
会の課題について総合的に分析するとともに、様々な提言を行ってきた。中でもリーダー
シップに関する提言が、マレー知識人が果たしてきた役割を評価する上で極めて重要であ
る。この点について、第 4 節で詳述する。 
 











(1) 第 1 回コンベンションでの政治参加に関する提言をめぐる経緯 






















































して、これを否定した。AMP はこれに反論したが、会議前日（11 月 3 日）には、PAP のマ
レー人議員 11 名が共同で声明を発表し、集団的リーダーシップの提言に反対した。さらに
会議当日（11 月 5 日）には、出席したゴー首相が、集団的リーダーシップについては、「マ
レー人議員に対する政治的挑戦（a political challenge）である」、「国の分裂につながる」と
指摘し、結論として「議論するのは自由だが、実行することは許さない（”No Go”）」と厳
しい口調で反対した（The Straits Times, 6 November 2000）。 
ゴー首相は、コンベンションの場で、集団的リーダーシップへの対案として、ムスリム












首相が改めてAMPの提言を否定したことが報道された（The Straits Times, 6 December 2000）。
こうして AMP の提言が拒否される環境が作られていった。 
AMP は、最終的に集団的リーダーシップに関する提言を撤回した（The Straits Times, 17 
December 2000）。しかし AMP は、ゴー首相が提案したようにムンダキの傘下に入ることに
ついては、既存のリーダーシップの構造から独立した主体であり続けるとして、否定した。
そのため、その後もマレー人議員は、AMP は集団的リーダーシップの構想を捨てていない、
と共同で声明を出し、厳しく非難し続けた（The Straits Times, 23 December 2000）。 
2001 年 3 月 2 日には、リー上級相と約 150 名のマレー人社会のリーダーたちとの非公開
での対話が行われた（The Straits Times, 4 March 2001）。これは、1999 年 9 月にリーが、マレ
ー人の軍での任用差別の必要性について発言した（41 ページ）ことを受けてマレー人社会
が説明を求めていたものが、約 1 年半たって実現したものである。リー上級相はこの意見
                                                   
48 リ ・ークアンユーは、1990 年に首相を退任した後も、同年から「上級相（Senior Minister）」、














同年 4 月 29 日にはジョージ・ヨー通商産業大臣（当時）が、あるディナーでの講演で、
「PAP 政府が常に君臨していなければ、民族や宗教の違いが容易に制御不能になる。かつて
はタン・リェンホン51がそうだったし、現在は AMP だ。」と述べた（The Straits Times, 30 April 
2001）。AMP は、政府に敵視され亡命を余儀なくされた野党政治家と並び称されてしまった
のである。ヨーの発言を受け、AMP は、むしろマレー人の主流社会への統合を AMP は目
指しているし、集団的リーダーシップの提案は追及しないことをすでに明確にしている、









第 2 回コンベンションの翌年の 2001 年 3 月、同年 4 月に始まる新年度から、AMP が自ら
獲得した寄付金と同額を上限に政府が助成を行う「マッチング・グラント」が、過去 5 年
間の毎年の助成額から 50 万ドル削減され、年額 100 万ドルになることが明らかにされた
（The Straits Times, 29 March 2011）。政府は、マレー人関係団体への財政支援の全額を 350
万ドルから 400 万ドルに増額したが、団体への配分の仕方が変わり、AMP の取り分が減少
することになった。ムンダキへの支援は前年度と同じ毎年 200 万ドルとされた。AMP への
支援が削減された理由は明らかにされていない。 
AMP は、事務所賃料に対する政府の助成も大幅に削減されることとなった。政府はパシ
                                                   
51
 野党である労働者党（Workers’ Party）の政治家。1997 年の総選挙に立候補したが、敗退。
















政府の支援削減は、AMP の活動に深刻な影響を与えた。これは 1993 年のいわゆる「権力
抗争」（60、89 ページ）に次ぐ「第 2 の危機」であり、そこからの回復には何年もの時間を
要した（元 AMP 役員）。 
 
(3) 第 3 回コンベンションでの政治参加に関する提言をめぐる経緯 
第 3 回コンベンションでは、政治参加に関する提言は、「集団的リーダーシップ」という

































ることを恐れる AMP 会員の協力自粛といった事態も懸念されたため、AMP は最終的に撤
回することを決めたのであった。 
政府がコムフォーの設置に反対したのは、ムンダキが主催する「コミュニティ・リーダ
ーズ・フォーラム（Community Leaders Forum／CLF）」54との関係もある。CLF は、マレー
人支援機関が様々なプロジェクトの実施を調整するための協議体であり、AMP もこれに参













提言を政府が容認しようとしなかった理由については、第 6 章第 2 節で詳細に分析する。 
 
                                                   
53 AMP, “AMP Expands its Community in Review Platform to Update Community on Convention 
Strategies”, http://www.amp.org.sg/subindex.asp?id=A030_12（2014 年 11 月 19 日アクセス） 




第 5 章 政治環境の変化とスアラ・ムシャワラ 
ここ数年、シンガポールの政治環境は大きく変化している。2011 年総選挙では、与党・
人民行動党（People’s Action Party／PAP）が 1965 年以来最も低い議席占有率を記録し、政府
への国民の批判が高まっていることを、政府も認識せざるを得なくなった。その結果、国
民の政治的権利を抑制し、権威主義的体制を維持してきた政府も、国民の声を聴く姿勢を





第 1 節 2011 年総選挙の結果 
本節ではまず、2011 年総選挙の結果と、政府が実施した国民との対話”Our Singapore 
Conversation”について解説する。 
2011 年 5 月 7 日に実施された議会の総選挙は、シンガポールの政治における大きな転換
点となった。ほぼすべての議席を独占し、実質的に一党独裁にほぼ近い立場を維持してい
た PAP が、野党である労働者党（Workers” Party。以下「WP」）に 6 議席を譲ることとなっ
たためである。これは 87 議席中の 6 議席に過ぎず、依然 PAP が議席の 93%を占めている。
しかし、独立（1965 年）後の総選挙で野党が最大の議席数を獲得したのは 1991 年総選挙の
4 議席であった。その他の選挙では野党は 1 または 2 議席しか取れず、特に独立から 1981
年までは野党の当選者はゼロで、与党が全議席を占める状況が続いていた。2011 年総選挙












56 GRC 制度のほか、与党に有利な選挙区割の設定が指摘される。 
57 野党議員への個人攻撃や、名誉棄損を理由とする与党側からの民事訴訟により野党議員
が多額の賠償金を支払わされ、社会的に排除されてしまうことなどが指摘される。 








































60 27 選挙区中の 13 選挙区で与党の得票率が 60%を越えず（うち 2 選挙区で敗退）、そのう




る。これについては、第 2 節で取り上げる。 
なお、市民集会やネット上での政治的発言の活発化など、これまで厳しく実施されてき
た言論統制が緩和される動きもあるが、一方では 2014 年 5 月には政府を批判したブロガー
が首相から訴訟を起こされる事案もあり（30 ページ）、国民の政治的な活動がどこまで自由
に認められるようになるかは依然不透明である。 
第 2 節 政府と国民との対話”Our Singapore Conversation” 
政府は、2012 年 9 月（委員会設立）から 2013 年 8 月（とりまとめの公表）まで約 1 年間
をかけ、国民各層からの声を聴き、今後の社会政策の方向性を決定するために活用する政
策対話を実施した。以下にその概要を述べる。 











その後約 1 年間にわたり、OSC 事務局、コミュニティ、政府機関等が主催する 660 回に







対話の成果は、”Reflections of Our Singapore Conversation”という「ニューズレター」とし
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リー・シェンロン首相は、2013 年 8 月 9 日のナショナルデイ・メッセージで、対話に参
加してくれた国民に感謝するとともに、OSC で示された国民の願いを実現するための目標
を決め、行動計画を策定すると述べている。また、8 月 18 日のナショナルデイ・ラリーの
スピーチでは、OSC の中で「（過度に競争的で）子供に強いストレスを与えている」との議
論が多かった小学校卒業試験（Primary School Leaving Examination／PSLE）の制度改革を実
施することを表明した。OSC では、交通混雑についても多くの関心が寄せられたことから、
OSC がまだ継続中であった同年 4 月 16 日に、混雑緩和のためのオフ・ピーク時の鉄道の無




第 3 節 マレー人社会との対話「スアラ・ムシャワラ」 











ラ・ムシャワラの facebook サイトでは、”Suara Musyawarah”は”voice of lively discussions and 





2012 年 8 月 31 日、ヤコブ・イブラヒム（Yaacob Ibrahim）・ムスリム問題担当大臣が、ハ




年 10 月 5 日には、サリム氏を委員長とする独立・無党派の委員会が設置された。委員会は
官民双方からの 11 人のメンバーからなるが、政治家は含まれていない。 
委員会では、様々な属性のグループを対象とした 35 回のグループ別討論（Focus Group 
Discussions）を開催して、タクシー運転手、シングルマザー、賃貸住宅の居住者65も含めあ
らゆる階層からなる 500 人以上のマレー人から意見を聞いた。討論は、英語、マレー語、
タミール語66の 3 つの言語で行われた。対話の成果は、2013 年 7 月 8 日に“Suara Musyawarah 












フォーラム（Community Leaders Forum／CLF）の機能強化など 




                                                   
64 サリム氏は、政府に近いとされるムンダキの役員でもあり、ヤコブ・イブラヒム・ムス
リム問題担当大臣と親しい関係にある。また、2014 年 8 月からは、シンガポール建国 50 周
年（2015 年）に向けてのマレー人社会の活動をとりまとめる委員会の委員長を務めている。 
65 住宅開発庁（Housing and Development Board / HDB）が提供する安価な分譲住宅さえも購
入できない低所得者のこと。 
66 インド人ムスリムとの対話で使用されたと考えられる。 





































その他幅広い施策について提言が行われている。第 3 節で述べたように、提言が 7 月に出





















































































て実施された。委員長と 2 名の副委員長はムスリム担当大臣が指名したが、他の 8 人のメ
ンバーは正副委員長が選任した。メンバー構成としては、政府に近いとされる機関に関わ
っているなど、肩書きから政府寄りとみなされる人物が半数以上であったが、一部に政府
に批判的な人物も加わっていた。厳しい政府批判を続けていた AMP 役員も、2013 年に AMP
































































                                                   
68 https://www.facebook.com/Suara.Musyawarah。2015 年 1 月 7 日時点でも存続。 
69 2013 年 8 月のハリラヤ・ディナーでムスリム問題担当大臣が報告書を受けた政府の対応















































AMP の意見より強い内容となっている。しかし、この RIMA の討議資料は、AMP と十分な


























                                                   
70 討議資料「スアラ・ムシャワラ報告書への対応（“Response to Suara Musyawara Report – 
Conversations with the Community ”）」 
71 “Nominated Member of Parliament”のこと。選挙で選出される議員以外に、大統領が任命す
る議員。独立・無党派的な立場で議会に参画するものとされる。予算案に対する議決権を
持たない。 












































分析を行う。第 3 節では、政治参加の問題と関連があるが、AMP の独立性の観点を中心に、
異議申立てに関わる取組みについて評価分析を行う。 
 
第 1 節 社会問題への取組みに対する評価分析 
   ―格差・差別及びアイデンティティの問題について― 





















り組んできたのは、ムンダキと AMP の二つだけであった。 
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ムンダキ、CDAC、SINDA 及びユーラシアン協会（Eurasian Association）75が、2002 年以降、









                                                   
73 この研究者は、2014 年 8 月の首相のナショナルデイ・パレードのスピーチ（マレー語演
説）でも「マレー人の健康問題」が言及されたことを例として挙げている。 




























 社会改善事業に関わる AMP の位置づけに関しては、活動の方針や事業内容において、マ
レー知識人が批判していたはずのムンダキと何ら違いがないのではないかとの批判的な意
見がある（Chua, 2001 及び研究者の意見）。確かに AMP の活動方針は、教育水準の向上に
よりマレー人社会の改善を図ることに重点を置いており、この点ではムンダキのそれと共
通している。AMP は第 3 回コンベンション（2012 年）における提言で、教育の分野では、










































62 ページ）。マレー人女性のベール着用の問題については、2013 年 9 月以降議論が大きく


































第 2 節 政治参加の問題への取組みに対する評価分析 ―提言とその撤回について― 




して、第 1 回（1990 年）及び第 2 回（2000 年）のコンベンションで集団的リーダーシップ
（collective leadership）に関する提案が、第 3 回（2012 年）のコンベンションではコムフォ
ー（Community Forum / ComFor）に関する提案が、それぞれ行われた。 
                                                   



































した。第 2 回コンベンションの翌年、2001 年 3 月 2 日に行われたマレー人社会のリーダー
たちとの意見交換の中で、反対の理由として、「マレー人の利益だけを主張するものであり、
他のエスニック・グループでも同じような動きになる恐れがある」、「エスニック・グルー






































 以下では、2000 年に AMP が行った集団的リーダーシップの提言に政府が反対した理由に
ついて、政府の民族政策の面から分析していくことにする。 











般において推進されてきた（第 2 章第 3 節(4)）。エスニック・グループの政治的な動きは排
除されてきた。Chua (1997)は、多民族国家の安定を維持するために、政府が多人種主義の




































































ー知識人は熟慮の結果ゴーの提案を受け容れた。1991 年に設立された AMP も、こうして
政府のマレー人管理システムに首尾よく組み込まれ、政府のマレー人管理システムは無傷
のまま維持されたはずであった。 









 第 3 回コンベンション（2012 年）でも、AMP はコミュニティ・フォーラムの創設という
形で、政治参加に関する提言を行った。この提言についても、AMP は政府からの圧力によ










いては問題の本質に踏み込むものにはなっていない（第 5 章第 4 節(3)）。 
 
第 3 節 異議申立てに関わる取組みに対する評価分析 ―AMP の独立性の観点から― 
 
(1) 本研究における問題意識 
 第 2 節で述べた政治参加に関する提言の問題とも関連があるが、AMP の独立性をめぐる
問題を中心に、異議申立てに関わる課題について分析を行う。 






り、AMP はそういう意味での独立性を志向する団体として 1991 年に設立された。 
 しかし、第 2 節で述べたように、完璧なマレー人管理システムを維持しようとする政府
は、マレー知識人を管理下に置くために、財政支援を通じて AMP をコントロールすること
にした。先行研究の多くは、これによって AMP の独立性が失われてしまったとしており、
第 2 回コンベンション（2000 年）における集団的リーダーシップの提言に関わる経緯も踏





(2) 脅かされる AMP の独立性 




 まず、マレー人社会で AMP の歴史上の事件としてよく知られている 1993 年の役員交代
劇について触れたい（60 ページ）。これは、報道によれば「権力抗争」・「路線をめぐる対立」









 第 2 回（2000 年）及び第 3 回（2012 年）コンベンションにおける政治参加の提言をめぐ
る経緯については、すでに述べた通りである（第 4 章第 4 節(2)及び(3)、第 6 章第 2 節）。い
ずれの場合も、政府は財政支援の削減を材料として AMP に提言の撤回を求め、AMP はこ
れに応じざるを得なかった。第 2 回（2000 年）の提言の際には、会議でのゴー首相の反対
にもかかわらず、会議後も 1 ヶ月以上にわたり AMP が提言を撤回しなかったところ、AMP
は翌年から財政支援を大幅に削減されることとなった。これらは、政府からの財政支援を
                                                   
79 1993 年の会長交代の直後、ムスリム問題担当大臣（ムンダキ会長を兼務）が初めて AMP
を訪問し AMP 関係者と友好裡に会談を行ったことや、第 1 回コンベンション（1990 年）
でマレー人議員が批判されたことについて新会長が「自分はコンベンションに関わってい
なかったし、イデオロギー的な背景はない」と述べたことなどが伝えられている（The 




 最近では 2013 年 4 月、政府からの圧力によって AMP の役員が辞任するという事態があ





















 (1)で述べたように、比較的最近の先行研究でも、AMP が第 2 回コンベンション（2000 年）
で政治参加に関する提言を撤回させられたことで、異議申立ては抑制されており、AMP は
政府からの支援を受けているために独立性を維持することが難しくなってしまっていると







                                                   





 最近数年間だけをみても、AMP は政府の政策に対する意見表明等を活発に行っている。 
 2011 年 1 月には、リー・クアンユー顧問相（当時。元首相・上級相）が著書”Hard Truths 







た（My Paper, 31 Jan 2011）。 
 また、ここ数年では、政府の外国人労働者導入政策に対する国民の懸念が高まっており、
2011 年の総選挙で与党 PAP が後退する一つの要因ともなった。2013 年 1 月には、政府が
外国人労働者の積極的な導入を前提に 2030 年時点の人口を最大 690 万人（2014 年の人口
547 万人に対し約 140 万人の増加）と見積もる「人口白書」81を公表したところ、多くの国
民が雇用面への影響、物価の上昇、交通混雑など生活環境の悪化といった観点から懸念を







懸念されており、このような観点から AMP が政府に対し意見公表を行ったものである。 











                                                   
81 National Population and Talent Division (2013),A Sustainable Population for a 
Dynamic Singapore: The Population White Paper 
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(4) AMP の独立性に対する評価について 













様々な形で発信するためのプラットフォームとなっていると考えられる。第 2 回（2000 年）












































殺しているわけではない。最近の事例では、2014 年 5 月に中央積立基金（Central Provident 
Fund／CPF）のあり方について政府を批判したブロガーが首相から訴えられる事案があった
が（30 ページ）、その後政府は CPF の制度の内容について国民に対し丁寧な説明に努め、
また、同 8 月には、リー・シェンロン首相がナショナルデイ・ラリーで国民の要望を受け
た CPF の制度の見直しを行うことを表明した（The Straits Times, 17 August 2014）。 
政府は第 3 回コンベンション（2012 年 6 月開催）における集団的リーダーシップの提言
を拒否し、AMP はこれを撤回した（同年 8 月 23 日に声明発表）が、この後すぐに政府はマ











































第 7 章 結論 ―マレー人の問題の解決に向けて― 
 







































































                                                   











































































                                                   
83 Institute of Policy Studies, Lee Kuan Yew School of Public Policy, National University of 
Singapore (2014), Insights from the IPS Survey on Race, Religion and Language 
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第 3 節 マレー知識人の取組みをめぐる課題の考察 




































































                                                   

























































































































































第 6 節 結び ―現代の国民国家における多文化主義への示唆― 
本研究は、あくまでもシンガポールという一国家のマレー人という一エスニック・グル
                                                   













































































                                                   
86 キムリッカは、マイノリティの利益を保障するための権利として、①自治権、②エスニ
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